
ジビエ等の消費･需要拡大に向けた各段階の取組ポイント

 捕獲鳥獣は専ら埋設、焼却によって廃棄処理されており、食肉利用は１割程度（市町村からの聞き取り）。
廃棄処理にも手間やコストがかかること等から、捕獲鳥獣を地域資源として有効活用する取組が増加傾向。

 ジビエ等への利活用推進にあたっては、捕獲・処理加工・供給・消費の各段階において、利活用推進に必要な
取組や課題を共有し、関係者が一体となって取り組むことが必要。

 鳥獣被害防止総合対策交付金では、従来からの処理加工施設整備支援等に加え、ジビエの全国的な需要拡
大のための各種情報提供や技術的な課題解決に向けた調査・検証の取組等を支援。

５－５ 捕獲鳥獣のジビエ等への利活用について
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国産ジビエ認証制度の制定について

農林水産省は、平成30年5月18日、捕獲した野生のシカ及びイノシシを処理する食肉処理
施設の認証を行う「国産ジビエ認証制度」を制定しました。

この制度は、捕獲した野生のシカ及びイノシシを利用した食肉（以下「ジビエ」という。）の処理を行って
いる食肉処理施設の自主的な衛生管理等を推進するとともに、衛生管理基準の遵守、カットチャート による流
通規格の遵守、適切なラベル表示によるトレーサビリティの確保等を適切に行う食肉処理施設を認証すること
により、より安全なジビエの提供と消費者のジビエに対する安心の確保を図ることを目的としています。

食肉処理施設

認
証
申
請

認証機関（民間団体等）
捕獲時の状況確認、搬入時のチェック項目、

作業の工程管理、トレーサビリティ、カット
チャートやラベル表示等について、適切な方法
や施設となっているか、書類や現地確認により
審査を行います。

ジビエ生産者側 ジビエ消費者側

認
証

・書類審査
・現地審査

安全性が確認された「認
証施設」で生産されたジ
ビエ製品には、「国産ジ
ビエ認証マーク」を表示
して、販売することがで
きます。

包装されたジビエ製品にはラベルが表示され、ＱＲコード
等には、捕獲個体の情報が記録されます。この捕獲個体情報
の管理により、安心・安全の確保が図られます。
また、これまでジビエでは統一されていなかった部位（モ

モ・ロースなど）がラベルに表示されることにより、飲食店
や家庭へ全国統一のバラツキのない肉の提供が可能。

制度の詳細は農林水産省HP「http://www.maff.go.jp/j/press/nousin/tyozyu/180518.html 」をご覧下さい。

（商標登録出願中）
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• Ｈ25年11月 「ぎふジビエ衛生ガイドライン」を
策定

• Ｈ26年12月 ガイドラインに沿って解体処理を
行う食肉処理業者を中心とした「ぎふジビエ
推進ネットワーク」を立ち上げ

• Ｈ27年11月 ぎふジビエ登録制度の創設
登録数のべ81（解体処理業者23、飲食店58：
H30.7現在）

• H28年ビジネスモデルの実証、人材育成プロ
グラムの作成、移設が可能な一次処理施設
（サテライト施設）の開発

• H28年ジビエ・グルメグランプリの開催

• 毎年２月 森のごちそうフェア開催

• Ｈ22年から「愛知産ジビエ」の消費拡大施策
を展開

• Ｈ26年12月 「愛知県野生鳥獣肉衛生管理
ガイドライン」の策定

• H23年～H28年 ジビエ・グルメ・グランプリ
（GGG）の開催

• Ｈ28年11月 移動式解体処理施設を導入す
る際、食肉処理業の営業許可が可能となる
よう県食品衛生規則を改正

• 狩猟者、解体処理業者、飲食関係者の交
流を目的とした愛知産ジビエネットワークの
推進

• Ｈ29年11月 「愛知産ジビエを使った料理の
発表会」の開催

岐阜県 愛知県

• Ｈ24年３月 「みえジビエ品質・衛生管理マ
ニュアル」を策定

• Ｈ25年10月 「みえジビエ登録制度」の創設
（川上から川下までの事業者を対象とした全
国初の制度）
登録数のべ109（解体処理施設７、飲食店
66、販売店32、加工品製造施設4：H30.6現
在）

• 大手カレーチェーンと連携し商品開発等を
実施

• 伊勢志摩サミット国際メディアセンターでの
提供

• Ｈ28年8月 ブランド力の向上と消費拡大の
取り組みを目的に「みえジビエ推進協議会」
を設立（Ｈ29年5月 NPO法人化）

三重県

カレーハウスCoCo壱番
屋とのコラボ商品

東海地域におけるジビエの取組

H28農村振興局長賞を受賞した所
産業(株)及び(株)ｷｻﾗｴﾌｱｰﾙｶﾝﾊﾟﾆｰｽﾞ

森のごちそう・ジ
ビエミナモ※「ぎ
ふジビエ登録事業
者」のみ利用可能

料理の発表会の様子 みえジビエ登録店表示板猪ロース肉のロースト

５－５ 捕獲鳥獣のジビエ等への利活用について
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６．農村の振興に向けた各種施策
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【女性の担い手・社会経験を
積んだ者の活躍】

マーケティング・経理事務など農山漁村に
不足する能力を補強し、地域経済の
発展に寄与

京都府京丹後市チャレンジつねよし百貨店

農山漁村

【多様なライフスタイルの
選択肢の拡大】

地域の仕事や暮らしに関する情報を
豊富に提供し、農山漁村への移住・
定住や二地域居住、Ｕターンを促進

移住・定住等の促進イメージ

農山漁村に
接する機会
の高まり

都市住民

定 住

群馬県川場村

【地域の暮らしを支える取組】

民間団体等が高齢化した農家
のサポートや集落が担ってきた
コミュニティ機能を補完

新潟県上越市櫛池地区 庭先集出荷

【拠点への機能集約とネットワーク化の強化】

診療所、福祉施設等の生活サービスの提供の拠点を
基幹集落に集約し、周辺地域とネットワークでつないだ「拠
点＋ネットワーク」を形成

ＪＡ京都、ＡＴＭ

バス停

農業振興総合センター

お祭り広場

診
療
所

京都府南丹市美山町平屋地区 拠点＋ネットワーク

健康福祉センター

物販販売所(1F)
行政窓口(2F)

高齢者コミュニティセンター

物販販売所(乳製品)

【拡大図】

【広域図】

【「地域内経済循環」の
ネットワーク構築】

地域に埋もれた未利用資源を発掘し、
域外に流出していた価値を域内に再投資

岡山県真庭市 真庭バイオマス産業都市のイメージ

【社会的企業（ソーシャル・
ビジネス）の活躍】

地域資源の活用等により小さなビジネス
を営みつつ、民間主体で地域の課題解決に
取り組み、地域コミュニティを活性化

島根県雲南市地元の農産物を加工

【都市と農山漁村の結び付き】

一過性のブームに終わらない積極的な
都市と農山漁村の交流

群馬県川場村 世田谷区との交流を促進

都市住民とのつながり
を強める

集落間の結び付きを強める 農山漁村にしごとをつくる

※ 魅力ある農山漁村の概念図であり、地域の特色に応じて様々な配置が考えられます。
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６-2 農村の生活環境基盤の整備

大区画、面的集積による
スケールメリットを活かした営農

○ 農村地域においては、農業生産と生活が同一の空間で営まれている。
○ このため、集落周辺地域の生産基盤とこの機能を補完する農村生活環境を一体的に整備。
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農業生産基盤と農村生活環境の一体的整備

営農飲雑用水

農業集落道

農業集落排水施設

農道整備

ほ場整備

地域資源利活用施設

農道

農業用水路

用地整備

農業集落排水施設

ほ場整備 ほ場整備

・非農用地（施設用地等）の創出
・区画整理により農地の適正利用

田 田 田 田

田

創設
農用地

農
村
公
園

集
出
荷

施
設

畑 田 田 田 田 田

排水路

用水路

排水路

道

路
道 路

宅地

田
畑

田 田 田 田

田

創設
農用地

農
村
公
園

集
出
荷

施
設

畑 田 田 田 田 田

排水路

用水路

排水路

道

路
道 路

宅地

田
畑

土地利用の秩序化 施
設
用
地



○ 中山間地域は農業産出額､耕地面積､総農家数の約４割を占めるなど､我が国の農業･農村の中で重要な役割。
○ 一方、中山間地域は自然的、社会的、経済的に農業の生産条件等が不利な地域であることから、農業・農村の活性化
を図るため、地域の実情に応じた、ほ場整備等の農業生産基盤及び農村生活環境等の整備を推進。

６-3 中山間地域の整備

中山間地域は…
・農業産出額の35%
・耕地面積の40%
・総農家数の44%を占めている。

中山間地域について

全国

①

中山間地域

②

割合

(②／①)

農業産出額
（Ｈ22）

8.3兆円 2.9兆円 35％

耕地面積
（Ｈ22）

459万ha 185万ha 40％

総農家数
（Ｈ22）

253万戸 110万戸 44％

農業集落数
（Ｈ22）

13万９千 ７万２千 52％

資料：農林水産省「生産農業所得統計」、「耕地及び作付面積統計」、

「2010年世界農林業センサス」

中山間地域の基盤整備

注１：農業地域類型区分は、平成20年６月のものを使用。

注２：※は農林水産省農村振興局中山間地域振興課が推計。

※

※
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○ 農業水利施設の維持管理費の軽減等による農業農村の活性化等を目的に、農業水利施設への小水力発電の導入を推進。
○ 農業水利施設との一体的な小水力発電施設の整備や、適地選定をはじめとする調査設計等への支援にも取り組んでいると
ころ。

小水力発電は、建設時の環境負荷が小さく、発電時のCO2排出量も極端に少ないクリーンなエネルギー。
全国の農業水利施設には、落差など未利用の包蔵水力エネルギーが多く存在。

６-４ 小水力発電の推進

小水力発電とは
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